
1 

 

豊島区犯罪被害者等支援条例（素案）に対するパブリックコメント実施結果 
 

 

・実施期間  令和７年３月３日～令和７年３月３１日 

・周知方法  広報としま ３月 11日号掲載、区ホームページ掲載（実施期間と同期間） 

         Ｘ（旧ツイッター） 

・閲覧場所  区ホームページ、福祉総務課、行政情報コーナー、区民事務所（東・西） 

各区民ひろば、各図書館 

・受付方法  Eメール １件、ファクス ０件、オンラインフォーム ３件    合計４件 

・提出意見数  １７件 

 

【内訳】 

条 意見件数 

第１条（目的） ０件 

第２条（定義） ０件 

第３条（基本理念） ０件 

第４条（区の責務） ０件 

第５条（区民等の役割） ０件 

第６条（事業者の役割） ０件 

第７条（学校教育） ０件 

第８条（犯罪被害者等相談支援窓口の設置） ２件 

第９条（犯罪被害者等への支援） ９件 

第１０条（犯罪被害者等の支援を行う人材養成） ３件 

第１１条（区民等及び事業者への広報等） １件 

第１２条（犯罪等被害の予防的支援） ０件 

第１３条（個人情報の適切な管理） ０件 

第１４条（委任） ０件 

その他 ２件 

合計 １７件 
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◎ご意見の概要と区の考え方 

 

第８条（犯罪被害者等相談支援窓口の設置） 

番
号 主旨 ご意見の概要 件数 区の考え方 

１ 

相談員の要件 相談窓口の相談員として社会

福祉士、精神保健福祉士、保健

師等対人相談の経験のある方

の配置を望みます。 

１ 

開設時は相談窓口対応やケー

スワーカーの経験を有する職

員を配置し、傾聴とともに各機

関に繋ぎ、適切な支援を実施し

ます。支援の実施にあたり、有

資格者の配置も重要と考えて

いるため、福祉職職員の配置を

含め検討していきます。 

２ 

相談窓口の体制 直接支援者と被害者が会う場

合、特に性犯罪に関しては被害

者の顔が第３者にわからない

ような通路の動線、部屋の配慮

が必要だと思います。 
１ 

相談窓口は原則予約制とし、来

庁時に速やかに相談室に案内

いたします。また、事前予約が

なかった場合でも、相談内容に

応じ、適宜相談室をご案内しま

す。 

本事業で使用する相談室は、他

の来庁者に相談内容がわから

ないようにするため、他事業と

共同で使用します。 

 

第９条（犯罪被害者等への支援） 

番
号 主旨 ご意見の概要 件数 区の考え方 

３ 

性被害支援 性被害に特化した支援金を新設

してください。 

２ 

具体的な支援策については、本

条例に基づき、別途要綱等を定

め実施していきます。 

性犯罪による被害件数は全国

的に増加傾向にあることを踏

まえ、支援金の創設について検

討していきます。 

４ 

重傷病支援 重傷病支援金の支給に当たって

は、３日入院の要件は付けない

でください。 

２ 

具体的な支援策については、本

条例に基づき、別途要綱等を定

め実施していきます。 

重傷病支援金については、治療

期間のみを要件とし、入院の可

否は要件としない方向で検討

を進めております。 
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５ 

カウンセリング

費用助成 

カウンセリング対象について

は、条例施行前の事件によるも

のでも、案件によっては柔軟に

対応してください。 

１ 

具体的な支援策については、本

条例に基づき、別途要綱等を定

め実施していきます。 

カウンセリング費用助成につ

いても、検討を進めております

が、国や東京都の関連施策との

関連性などを踏まえ、区独自の

助成制度の創設可否を含め検

討していきます。 

６ 

東京都見舞金と

の関係 

東京都の見舞金との調整を行

い、目的を違うものにするなど

の工夫により、併給が可となる

ような対応をお願いいたしま

す。 

１ 

東京都が支給する遺族見舞金

と本区の遺族支援金は別施策

として支給することを検討し

ております。そのため、併給で

はなく、それぞれで支給が可能

であると考えております。 

７ 

転居費用助成 転居費用の助成を行い、東京都

の転居費用助成の対象から漏れ

てしまう被害者が使える内容、

制度を新設ください。 １ 

具体的な支援策については、本

条例に基づき、別途要綱等を定

め実施していきます。 

東京都が実施する転居費用助

成制度の内容を踏まえ、区独自

の助成制度の創設可否を含め

検討していきます。 

８ 

一時入居支援 転居先を見つけるのも難しい場

合も多いため、緊急的な入居に

も対応できるよう、住宅担当部

署とも連携して一時入居できる

場をご検討ください。 

１ 

具体的な支援策については、本

条例に基づき、別途要綱等を定

め実施していきます。 

一時入居の方法は、住宅施策に

留まることなく、ホテル利用等

を含め、柔軟に対応できるよう

検討してまいります。 

９ 

居宅内清掃支援 居宅内清掃についても、警視庁

の制度でカバーされない被害者

についての対応ができるような

制度をお願いします。 １ 

具体的な支援策については、本

条例に基づき、別途要綱等を定

め実施していきます。 

警察が行う犯罪被害者等支援

制度内容を踏まえ、区独自の助

成制度の創設可否を含め検討

していきます。 
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第１０条（犯罪被害者等の支援を行う人材養成） 

番
号 主旨 ご意見の概要 件数 区の考え方 

10 

職員の研修実施 職員全体に基本的な犯罪被害者

への対応を知らせるための研修

の実施をお願いいたします。 

１ 

本区では、重層的支援体制整備

事業の実施に基づき、包括的な

相談支援体制の整備を進めて

おります。犯罪被害者等支援に

ついても本事業の一環と位置

付け、関係職員を対象とした研

修を計画的に実施していきま

す。 

11 

支援を行う人材

について 

担当者が適切な支援をするに

は、かなりの専門的な知識と思

いやりの心が必要です。きちん

と研修を受けて頂かなければ、

二次被害につながりかねませ

ん。「自分は理解出来ていない」

という気持ちを持って、支援に

あたって頂きたいです。 

１ 

東京都専門相談員を講師とす

る職員研修を実施する他、相談

員は、被害者支援都民センター

の実地研修に参加する等、専門

的知識の修得や支援に対する

心構え等を学んでいきます。 

12 

支援を行う人材

について 

豊島区をよく知る人、犯罪被害

に関してよく勉強をし、偏見を

持たず人に寄り添える人材が必

要だと思います。区の職員だけ

でなく広く募集するといいと思

います。 
１ 

開設時は相談窓口対応やケー

スワーカーの経験を有する職

員を配置し、適切な支援を実施

します。相談員は、被害者支援

都民センターの実地研修等で

実地研修を受講する他、適宜、

知識修得のための研修を受講

します。 

外部職員の雇用については今

後の検討とします。 

 

第１１条（区民等及び事業者への広報等） 

番
号 主旨 ご意見の概要 件数 区の考え方 

13 

庁内への周知及

び連携体制の構

築 

相談窓口についての周知を職員

にも行い、十分に連携できるよ

うな体制の構築をお願いいたし

ます。 １ 

犯罪被害者等支援は本区が実

施している重層的支援体制整

備事業の一環として行うため、

関係各課への周知を行うとと

もに連携体制の構築を進めま

す。 
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その他 

番
号 主旨 ご意見の概要 件数 区の考え方 

14 

条例制定につい

て 

日本一犯罪の多い東京都の自治

体で条例や支援策が整備される

ことは重要であり、豊島区の取

り組みを歓迎いたします。 

１ 

相談対応を重ねていく中で、必

要な支援や施策を継続的に検

討し、犯罪被害者によって有意

義な相談支援を実施していき

ます。 

15 

条例制定後の体

制について 

活用が始まっても、被害者から

意見を聴く等の研修をして下さ

い。 １ 

当事者団体や支援団体等を委

員とする「支援のあり方検討委

員会」を立ち上げ、条例制定後

も引き続き支援内容の検討を

進めていきます。 

 

 


